
１ 産業連関表の概要 

 産業連関表は，一定地域において，一定期間（通常１年間）に行われた財・サービスの

産業間取引を一つの行列（マトリックス）に示した統計表である。 

 産業連関表を部門ごとにタテ方向（列部門）の計数を読むと，その部門の財・サービス

の市内生産額とその生産に用いられた投入費用構成の情報が得られる。また，部門ごとに

ヨコ方向（行部門）の計数を読むと，その部門の財・サービスの市内生産額および移輸入

額がどれだけ需要されたかの産出（販売）先構成の情報が得られる。このため，産業連関

表は「投入産出表」（Input-Output Tables，略してＩ－Ｏ表）とも呼ばれている。 

 今回取りまとめた平成 23年表から福岡市経済をみると，以下のとおりとなる。 

 本市の経済を供給側からみると，平成 23 年の財・サービスの「総供給」は 15 兆 977 億

円となった。このうち，「市内生産額」は 11兆 526億円（総供給額に占める割合は 73.2％），

「移輸入」は 4 兆 451 億円（同 26.8％）となった。これを平成 17 年（2005 年）福岡市産

業連関表（以下「平成 17年表」という。）と比べると，「総供給」は 7.7％増，「市内生産額」

は 0.5％の増，「移輸入」は 33.9％増となった。 

 「市内生産額」の費用構成の内訳をみると，生産に用いられた原材料・燃料等の財・サ

ービスの「中間投入」は 4 兆 7464 億円で，「市内生産額」に占める割合を示す「中間投入

率」は，平成 17年の 37.9％から 42.9％になった。 

 「市内生産額」のもう一つの構成要素である「粗付加価値」は，6 兆 3062 億円で「市内

生産額」に占める割合を示す「粗付加価値率」は 57.1％となった。また，「粗付加価値」に

占める主な項目の構成比は，「雇用者所得」が 52.7％，「営業余剰」が 20.1％，「資本減耗

引当」が 18.9％であり，平成 17 年（「雇用者所得」51.7％，「営業余剰」21.2％，「資本減

耗引当」16.8％）に比べ，「雇用者所得」と「資本減耗引当」が増加し，「営業余剰」が減

少となった。 

 次に，需要側からみると，平成 23 年の財・サービスの「総需要」は 15 兆 977 億円とな

った。このうち，生産活動用の原材料・燃料等の財・サービスに対する「中間需要」は 4

兆 7464億円（「総需要」に占める割合 31.4％），残りの 10兆 3514億円（同 68.6％）が「最

終需要」となり，「最終需要」のうち「市内最終需要」が 6兆 1658億円（「最終需要に占め

る割合 59.6％），「移輸出」が 4兆 1855億円（同 40.4％）となった。さらに，「市内最終需

要」の内訳をみると，「消費」が 4 兆 9050 億円（「市内最終需要」に占める割合 79.6％），

「投資」が 1兆 2578億円（同 20.4％）となった。 

 これを平成 17 年と比べると，「総需要」は 7.7％増，「中間需要」は 14.1％増となった。

また「消費」は 17.2％増，「投資」は 33.4％減，「移輸出」は 10.8％増となった。 

 

 

  



 

  

財の投入 サービスの投入 雇用者所得 資本減耗引当 その他

1兆4243億円 3兆3221億円 3兆3238億円 1兆1930億円 5214億円

（30.0％） （70.0％） （52.7％） （18.9％） （8.3％）

移輸入

4兆451億円

移輸出

4兆1855億円

　　（注）１　「財」は統合大分類の分類コード01～41および68，「サービス」は46～67および69の合計である。

　　　　　２　ここでいう「消費」とは，家計外消費支出，民間消費支出および一般政府消費支出の合計であり，

　　　　　　「投資」とは市内総固定資本形成および在庫純増の合計である。なお，「市内最終需要」には，

　　　　　　「消費」及び「投資」のほか，「調整項」の額を含む。

　　　　　３　（　）は，構成比を示す。

市内最終需要　6兆1658億円

営業余剰

1兆2680億円

（20.1％）

総供給　15兆977億円（100.0％）

市内生産額　11兆526億円

財の生産 サービスの生産

１兆3124億円

（11.9％）

総需要　15兆977億円（100.0％）

最終需要　10兆3514億円

9兆7402億円

（88.1％）

　図１ 平成23年福岡市産業連関表から見た財・サービスの流れ
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２ 市内生産額の推移 

 平成 23年の「市内生産額」は 11兆 526億円であり，平成 17 年に比べて 0.5％の増加と

なった。これを平成 17 年以降，平成 23 年まで年平均伸び率でみると 0.1％の増加となり，

年平均伸び率を時系列でみると鈍化傾向にある。 

 

３ 市内生産額の産業別構成および特化係数 

平成 23年の「市内生産額」の産業別構成を 13部門表でみると，「サービス」の占める割

合が 33.8％と最も高く，次いで，「商業」（18.0％），「情報通信」（8.5％），「運輸・郵便」

（8.2％）の順となった。また，第１次，２次，３次産業別にみると，「第３次産業」の割

合は，88.1％となっており，次いで，「第２次産業」（11.8％），「第１次産業」（0.1％）と

なった。 

 産業別構成の推移について，平成 17年から 23年にかけて上昇している産業をみると，「サ

ービス」が 5.1ポイント，「不動産」と「公務」が 1.2ポイントの上昇と続き，低下してい

る産業をみると，「商業」が 5.2ポイント，「建設」が 2.0ポイント，「情報通信」が 1.6ポ

イントと続いている。 

「特化係数」を 13部門表でみると，「商業」（1.81）が最も高く，次いで「情報通信」（1.74），

「運輸・郵便」（1.60），「サービス」（1.43）の順となった。 

 

 

 

 

  



 

 

 

 

 
 （注） 第１次，第２次，第３次産業と 13部門分類との対応関係は，次のとおりである。 

     第１次産業：農林水産業 

     第２次産業：鉱業，製造業，建設 

     第３次産業：上記４分類以外の分類 

（単位：百万円，％）

平成12年 平成17年 平成23年 12年 17年 23年 12～17年 17～23年

産業計 10,483,936 10,992,904 11,052,603 100.0 100.0 100.0 4.9 0.5

01 農林水産業 17,115 15,780 13,641 0.2 0.1 0.1 △7.8 △13.6

02 鉱業 1,772 378 2,161 0.0 0.0 0.0 △78.7 472.2

03 製造業 737,294 611,806 696,418 7.0 5.6 6.3 △17.0 13.8

04 建設 993,798 817,125 600,177 9.5 7.4 5.4 △17.8 △26.6

05 電力・ガス・水道 99,209 118,460 199,669 0.9 1.1 1.8 19.4 68.6

06 商業 2,350,722 2,551,380 1,993,075 22.4 23.2 18.0 8.5 △21.9

07 金融・保険 506,124 548,618 469,348 4.8 5.0 4.2 8.4 △14.4

08 不動産 812,185 760,107 898,461 7.7 6.9 8.1 △6.4 18.2

09 運輸・郵便 765,247 915,162 909,145 7.3 8.3 8.2 19.6 △0.7

10 情報通信 804,525 1,109,419 944,166 7.7 10.1 8.5 37.9 △14.9

11 公務 251,674 386,709 518,410 2.4 3.5 4.7 53.7 34.1

12 サービス 3,135,582 3,151,476 3,737,569 29.9 28.7 33.8 0.5 18.6

13 分類不明 8,690 6,483 70,363 0.1 0.1 0.6 △25.4 985.4

第１次産業 17,115 15,780 13,641 0.2 0.1 0.1 △7.8 △13.6

第２次産業 1,732,864 1,429,309 1,298,756 16.5 13.0 11.8 △17.5 △9.1

第３次産業 8,733,958 9,547,815 9,740,206 83.3 86.9 88.1 9.3 2.0

表１　市内生産額の産業別構成

図３　市内生産額の産業別構成
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（単位：百万円，％）

生産額
(A)

構成比
(B)

生産額
(C)

構成比
(D)

産業計 11,052,603 100.0 939,674,856 100.0 1.18 －

01 農林水産業 13,641 0.1 12,035,962 1.3 0.11 0.10

02 鉱業 2,161 0.0 759,980 0.1 0.28 0.24

03 製造業 696,418 6.3 289,904,506 30.9 0.24 0.20

04 建設 600,177 5.4 52,514,485 5.6 1.14 0.97

05 電力・ガス・水道 199,669 1.8 25,754,673 2.7 0.78 0.66

06 商業 1,993,075 18.0 93,655,813 10.0 2.13 1.81

07 金融・保険 469,348 4.2 32,093,913 3.4 1.46 1.24

08 不動産 898,461 8.1 71,187,533 7.6 1.26 1.07

09 運輸・郵便 909,145 8.2 48,234,034 5.1 1.88 1.60

10 情報通信 944,166 8.5 46,160,257 4.9 2.05 1.74

11 公務 518,410 4.7 39,405,194 4.2 1.32 1.12

12 サービス 3,737,569 33.8 222,958,231 23.7 1.68 1.43

13 分類不明 70,363 0.6 5,010,275 0.5 1.40 1.19

図４　特化係数

福岡市 全国
対全国比
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表２　特化係数
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 【用語の解説】 

  特化係数：市内生産額の部門別構成比を国内生産額の部門別構成比で除したもので，これが１より大きけれ

ば，当該産業に特化していることを示している。 



４ 中間投入と粗付加価値 

 平成 23 年の市内生産額 11 兆 526 億円のうち，生産のために必要となった原材料・燃料

等の財およびサービスの「中間投入」は 4 兆 7464 億円（中間投入率 42.9％），生産活動に

よって新たに付け加えられた「粗付加価値」は 6兆 3062億円（粗付加価値率 57.1％）であ

った。 

 これを平成 17年と比べると，「中間投入率」は 5.0ポイントの上昇となった。 

 

 

 

 

（単位：百万円，％）

平成12年 平成17年 平成23年 12年 17年 23年 12～17年 17～23年

市内生産額 10,483,936 10,992,904 11,052,603 100.0 100.0 100.0 4.9 0.5

　中間投入 3,963,401 4,161,076 4,746,397 37.8 37.9 42.9 5.0 14.1

　粗付加価値 6,520,536 6,831,828 6,306,206 62.2 62.1 57.1 4.8 △7.7

金額 構成比 伸び率

表３　中間投入と粗付加価値の構成
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図５ 中間投入と粗付加価値の構成
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 【用語の解説】 

  中間投入（率）：各産業部門の生産活動に必要な原材料・燃料等の財およびサービスの購入費用をいう。 

なお，生産設備等の購入費用は資本形成とされ，中間投入には含まれない。 

 中間投入率 ＝ 中間投入 ÷ 市内生産額 

  粗付加価値（率）：生産活動によって新たに付け加えられた価値をいい，中間投入に粗付加価値を加えたも

のが市内生産額となる。粗付加価値は家計外消費支出，雇用者所得，営業余剰，資本減耗

引当，間接税および（控除）経営補助金から構成される。 

           なお，粗付加価値から家計外消費支出を控除したものが，市民経済計算における市内総

生産に対応する。 

           粗付加価値率 ＝ 粗付加価値 ÷ 市内生産額 



５ 産業別中間投入率 

 平成 23年の産業別の中間投入率をみると，「電力・ガス・水道」（71.5％），「製造業」（67.0％）

と高く，「不動産」（24.5％），「商業」（32.3％）と低くなっている。 

 平成 17 年から平成 23 年の中間投入率の変化をみると，「電力・ガス・水道」で 17.1 ポ

イント，「建設業」が 12.2ポイントと大きく上昇した。 

 

 

（単位：百万円，％）

中間投入 市内生産額
中間

投入率
中間投入 市内生産額

中間

投入率
中間投入 市内生産額

中間

投入率

産業計 3,963,401 10,483,936 37.8 4,161,076 10,992,904 37.9 4,746,397 11,052,603 42.9

01 農林水産業 10,052 17,115 58.7 9,039 15,780 57.3 6,201 13,641 45.5

02 鉱業 957 1,772 54.0 227 378 60.1 1,110 2,161 51.4

03 製造業 457,227 737,294 62.0 374,277 611,806 61.2 466,414 696,418 67.0

04 建設 532,710 993,798 53.6 436,652 817,125 53.4 393,960 600,177 65.6

05 電力・ガス・水道 45,976 99,209 46.3 64,403 118,460 54.4 142,738 199,669 71.5

06 商業 743,614 2,350,722 31.6 734,208 2,551,380 28.8 643,548 1,993,075 32.3

07 金融・保険 114,093 506,124 22.5 192,843 548,618 35.2 169,640 469,348 36.1

08 不動産 143,757 812,185 17.7 136,421 760,107 17.9 220,500 898,461 24.5

09 運輸・郵便 327,002 765,247 42.7 433,889 915,162 47.4 471,832 909,145 51.9

10 情報通信 366,466 804,525 45.6 468,079 1,109,419 42.2 480,612 944,166 50.9

11 公務 53,008 251,674 21.1 101,440 386,709 26.2 175,289 518,410 33.8

12 サービス 1,164,408 3,135,582 37.1 1,202,074 3,151,476 38.1 1,524,223 3,737,569 40.8

13 分類不明 4,130 8,690 47.5 7,524 6,483 116.1 50,330 70,363 71.5

　　（注）　平成17年の「分類不明」については，粗付加価値がマイナスとなっている
　　　　　ため，100％を超えている。

平成12年 平成17年 平成23年

表４　産業別中間投入率

図６　産業別中間投入率
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６ 粗付加価値の構成と伸び 

 「粗付加価値」は 6兆 3062億円で，その内訳は，「雇用者所得」が 3兆 3238億円（構成

比 52.7％），「営業余剰」が 1兆 2680億円（同 20.1％），「資本減耗引当」が 1兆 1930億円

（同 18.9％），「間接税」が 3770億円（同 6.0％），「家計外消費支出」が 1842億円（同 2.9％），

「（控除）経常補助金」が△398億円（同△0.5％）であった。 

 平成 17 年と比較すると，構成比では，「雇用者所得」は 1.0 ポイント，「資本減耗引当」

が 2.1ポイント上昇したのに対し，「営業余剰」が 1.1ポイント低下した。 

 なお，平成 17年に対する伸び率をみると，「粗付加価値」は 7.7％の低下となり，内訳を

みると，「資本減耗引当」（4.0％増）のみ増加し，他は「営業余剰」（12.4％減），「雇用者

所得」（5.9％減）などの減少となった。 

 

 

 

 

  

（単位：百万円，％）

平成12年 平成17年 平成23年 12年 17年 23年 12～17年 17～23年

粗付加価値計 6,520,536 6,831,828 6,306,206 100.0 100.0 100.0 4.8 △7.7

　家計外消費支出 254,617 234,259 184,191 3.9 3.4 2.9 △8.0 △21.4

　雇用者所得 3,628,598 3,533,979 3,323,751 55.6 51.7 52.7 △2.6 △5.9

　営業余剰 1,205,574 1,448,267 1,268,039 18.5 21.2 20.1 20.1 △12.4

　資本減耗引当 1,037,339 1,147,185 1,193,020 15.9 16.8 18.9 10.6 4.0

　間接税 439,817 501,442 376,968 6.7 7.3 6.0 14.0 △24.8

　（控除）経常補助金 △45,409 △33,303 △39,763 △0.7 △0.5 △0.6 26.7 △19.4

金額 構成比 伸び率

表５　粗付加価値の構成と伸び

 
 【用語の解説】 

  家計外消費支出：いわゆる「企業消費」に該当し，交際費や接待費など企業その他の機関が支払う家計消費

支出に類似する支出。粗付加価値部門にある「宿泊・日当」，「交際費」，「福利厚生費」が，

各部門における交際費や接待費の支出額を表しており，その内訳が，最終需要部門にある「家

計外消費支出（列）」に計上される。 

  資本減耗引当：減価償却費（通常の磨損および損傷に相当）と資本偶発損（火災，風水害等の偶発事故によ

る価値の損失に相当）の合計。 

  間 接 税：財・サービスの生産，販売，購入または使用に関して生産者に課せられる租税および税外負担

で，税法上損金算入が認められていて，所得とはならず，しかもその負担が最終購入者へ転嫁さ

れるもの。ただし，ここでいう間接税には，関税および輸入品商品税は含まれていない。 

 （控除）経常補助金：産業に対して支払われ，産業の経常費用を賄うために交付され，財・サービスの市場価

格を低下させると考えられるものを範囲とし，粗付加価値部門にマイナスで計上される控

除項目。ただし，対家計民間非営利団体や家計への経常的交付金は対象外。 



 

 

図８　粗付加価値の伸び
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７ 総供給の構成と伸び 

 「市内生産額」と「移輸入」を合わせた「総供給」は 15兆 977億円で，そのうち「市内

生産額」は 11 兆 526 億円（構成比 73.2％），「移輸入」は 4 兆 451 億円（同 26.8％）であ

った。 

 「総供給」の構成を平成 17年と比べると，「市内生産額」は 5.2ポイント低下し，「移輸

入」のシェアが上昇した。 

 平成 17 年に対する伸び率をみると，「総供給」は 7.7％の増加，「市内生産額」は 0.5％

の増加，「移輸入」は 33.9％の増加となった。 

 

（単位：百万円，％）

平成12年 平成17年 平成23年 12年 17年 23年 12～17年 17～23年

総供給 13,149,142 14,014,550 15,097,749 100.0 100.0 100.0 6.6 7.7

　市内生産額 10,483,936 10,992,904 11,052,603 79.7 78.4 73.2 4.9 0.5

　移輸入 2,665,206 3,021,646 4,045,146 20.3 21.6 26.8 13.4 33.9

金額 構成比 伸び率

表６　総供給の構成と伸び
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 【用語の解説】 

  総供給：市内生産額に移輸入を加えたものをいい，総需要に等しくなる。 

       総供給 ＝ 市内生産額 ＋ 移輸入 ＝ 総需要 

  移輸入：市内需要（中間需要＋市内最終需要）を市内生産額で賄いきれないときに市外あるいは国外から購

入する財・サービスをいう。国外からのものを輸入といい，それ以外のものを移入という。 



８ 総需要の構成と伸び 

 平成 23年の「総需要」は 15兆 977億円で，そのうち，「中間需要」は 4兆 7464億円（構

成比 31.4％）であり，「市内最終需要」は 6兆 1628億円（同 40.8％），「移輸出」は 4兆 1855

億円（同 27.7％）であった。 

 「総需要」の構成を平成 17年と比べると，「中間需要」は 1.7ポイント上昇，「市内最終

需要」が 2.5ポイント低下，「移輸出」が 0.7ポイントの上昇となった。 

 平成 17 年に対する伸び率をみると，「総需要」は 7.7％，「中間需要」は 14.1％，「移輸

出」は 10.8％の増加となった。 

 

（単位：百万円，％）

平成12年 平成17年 平成23年 12年 17年 23年 12～17年 17～23年

総需要 13,149,142 14,014,550 15,097,749 100.0 100.0 100.0 6.6 7.7

中間需要中間需要 3,963,401 4,161,076 4,746,397 30.1 29.7 31.4 5.0 14.1

最終需要最終需要 9,185,742 9,853,474 10,351,352 69.9 70.3 68.6 7.3 5.1
市内最終需要 市内最終需要 5,495,328 6,075,238 6,165,838 41.8 43.3 40.8 10.6 1.5

消費 消費 3,855,039 4,186,537 4,904,992 29.3 29.9 32.5 8.6 17.2

投資 投資 1,640,289 1,888,701 1,257,819 12.5 13.5 8.3 15.1 △33.4
移輸出 移輸出 3,690,414 3,778,236 4,185,514 28.1 27.0 27.7 2.4 10.8

（再掲）市内需要 9,458,729 10,236,314 10,912,235 71.9 73.0 72.3 8.2 6.6

（注）１　調整項は平成12年と平成17年は移輸出に，平成23年は市内最終需要に含まれている。

　　　２　市内需要は，中間需要と市内最終需要の合計。

　　　３　消費は，家計外消費支出，民間消費支出および一般政府消費支出の計，投資は，市内総固定資本形成

　　　　および在庫純増の計。

金額 構成比 伸び率

表７　総需要の構成と伸び
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 【用語の解説】 

  総需要：総供給（市内生産額＋移輸入）に対応するもので，中間需要と最終需要からなる。 

     なお，最終需要は市内最終需要（消費＋投資）と調整項と移輸出からなる。 

  移輸出：市外や国外の需要を賄うために市内で生産された財・サービスをいう。国外需要に対応するものを

輸出といい，それ以外のものを移出という。 



９ 最終需要の構成と伸び 

 平成 23年の「最終需要」は 10兆 3514億円で，そのうち「移輸出」は 4兆 1855億円（構

成比 40.4％）であり，次いで「民間消費支出」は 3 兆 4721 億円（同 33.5％），「市内総固

定資本形成」は 1兆 2595億円（同 12.2％）となった。 

  平成 17 年に対する伸び率をみると，「最終需要額」は 5.1％の増加で，内訳をみると，

「一般政府消費支出」は 32.0％，「民間消費支出」は 15.5％，「移輸出」は 10.8％の増加と

なり，「市内総固定資本形成」は 33.2％，「家計外消費支出」は 21.4％の減少となった。 

 

（単位：百万円，％）

平成12年 平成17年 平成23年 12年 17年 23年 12～17年 17～23年

最終需要計 9,185,742 9,853,474 10,351,352 100.0 100.0 100.0 7.3 5.1

　家計外消費支出 254,617 234,259 184,191 2.8 2.4 1.8 △8.0 △21.4

　民間消費支出 2,989,372 3,006,035 3,472,149 32.5 30.5 33.5 0.6 15.5

　一般政府消費支出 611,050 946,243 1,248,652 6.7 9.6 12.1 54.9 32.0

　市内総固定資本形成 1,646,245 1,884,327 1,259,506 17.9 19.1 12.2 14.5 △33.2

　在庫純増 △5,956 4,375 △1,687 △0.1 0.0 △0.0 173.5 △138.6

　移輸出 3,690,414 3,778,236 4,185,514 40.2 38.3 40.4 2.4 10.8

（注）　調整項は平成12年と平成17年には移輸出に，平成23年は最終需要に含まれている。

　移輸出

（注） 在庫純増の伸び率は省略。

金額 構成比 伸び率

表８　最終需要の構成と伸び
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 【用語の解説】 

  最終需要：最終需要は，家計外消費支出，民間消費支出，一般政府消費支出，市内総固定資本形成，在庫純

増および移輸出からなる。また，次のような関係が成立している。 

       最終需要の合計 － 移輸入の合計 ＝ 粗付加価値の合計 

       なお，最終需要から家計外消費支出および移輸入を控除したものは，市民経済計算における市内

総生産（支出側）にほぼ対応する。 
 



10 産業の相互依存関係 

 各産業部門には，生産活動に必要な原材料等の需要と供給を通じて密接な相互依存の関

係がある。各産業の相互依存関係の度合いを計るひとつの指標として，中間投入率と中間

需要率により産業を４つに分類した。 

 

〔Ⅰ〕中間財的産業（中間投入率，中間需要率ともに 50％以上） 

  他の産業から多くの原材料等を購入して生産を行い，その生産物の多くを他の産業の

原材料等として供給する産業で，「石油・石炭製品」，「パルプ・紙・木製品」，「窯業・土

石製品」，「電力・ガス・熱供給」など 12 部門が属している。（「事務用品」，「分類不明」

を含む） 

 

〔Ⅱ〕最終需要財的産業（中間投入率 50％以上，中間需要率 50％未満） 

  他の産業から多くの原材料等を購入して生産を行うが，その生産物の多くを消費，投

資などの最終需要に供給する産業で，「飲食料品」，「建設」，「電子部品」，「輸送機械」な

ど 12部門が属している。 

 

〔Ⅲ〕最終需要財的基礎産業（中間投入率，中間需要率ともに 50％未満） 

  原材料等の投入割合が低く，その生産物の多くを最終需要に供給する産業で，「商業」，

「不動産」，「教育・研究」，「医療・福祉」など８部門が属している。 

 

〔Ⅳ〕中間財的基礎産業（中間投入率 50％未満，中間需要率 50％以上） 

原材料等の投入割合が低く，その生産物の多くを他の産業の原材料等として供給する

産業で，「農林水産業」，「対事業所サービス」，「廃棄物処理」の３部門が属している。 
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11 波及効果の大きさ 

ある部門に１単位の需要増加があった場合，直接・間接に必要とされる各部門の生産水

準を表したものが逆行列係数表である。 

例えば 35部門表において，飲食料品に１単位の新たな需要が発生した場合，飲食料品は

１単位の需要増加に加え，他部門から受ける 0.0301 単位を含めた 1.0301 単位の生産を行

うことになる。そして飲食料品１単位の新たな需要は，飲食料品以外の部門へも 0.2138単

位の生産を発生させ，合計で 1.2439単位の波及効果があることを示し，飲食料品の波及効

果は 1.2439倍となる。 

35 部門表における需要増加に対する波及効果の大きさは，平成 23 年は全産業平均で

1.3330 倍となった。産業別にみると，全産業平均よりも生産波及が大きい部門は，「水道」

（1.5879倍），「情報通信」（1.5329倍），「化学製品」（1.4916倍），「建設」（1.4334倍）な

ど 14部門（「分類不明」を除く。）であった。 

 

 

  

 
 【用語の解説】 

  逆行列係数：ある産業に対して１単位の最終需要が発生した場合，各産業の生産が究極的にどれだけ必要と

なるかという生産波及の大きさを示す指数である。 

              また，本文中の波及効果の大きさは，逆行列係数表の列和（タテ方向の合計）を指している。 

これは，当該部門の最終需要（市産品）が１単位発生した時に各産業の生産に及ぼす波及効果

の大きさを示す係数を合計したものであり，産業全体としての波及効果の大きさが直接・間接に，

究極的にどのくらいになるかを示している。 

             なお，本文中の逆行列係数は，[I − (I − M̂)A]
−1

 型で求めている。 

 
 



 

 

自部門 他部門 計

01 農林水産業 1.0060 0.2061 1.2121

06 鉱業 1.0001 0.4134 1.4135

11 飲食料品 1.0301 0.2138 1.2439

15 繊維製品 1.0060 0.2782 1.2842

16 パルプ・紙・木製品 1.0081 0.2424 1.2505

20 化学製品 1.0040 0.4876 1.4916

21 石油・石炭製品 1.0017 0.2222 1.2239

25 窯業・土石製品 1.0277 0.3108 1.3385

26 鉄鋼 1.0014 0.1628 1.1643

27 非鉄金属 1.0072 0.2136 1.2208

28 金属製品 1.0033 0.2134 1.2167

29 はん用機械 1.0031 0.2933 1.2964

30 生産用機械 1.0019 0.3125 1.3144

31 業務用機械 1.0004 0.3832 1.3835

32 電子部品 1.0007 0.3740 1.3747

33 電気機械 1.0044 0.3611 1.3655

35 輸送機械 1.0038 0.1987 1.2024

39 その他の製造工業製品 1.0138 0.2613 1.2751

41 建設 1.0040 0.4294 1.4334

46 電力・ガス・熱供給 1.0404 0.2966 1.3370

47 水道 1.0793 0.5086 1.5879

48 廃棄物処理 1.0003 0.2469 1.2472

51 商業 1.0166 0.3082 1.3248

53 金融・保険 1.0595 0.3223 1.3818

55 不動産 1.0496 0.2386 1.2882

57 運輸・郵便 1.0873 0.3198 1.4071

59 情報通信 1.1390 0.3939 1.5329

61 公務 1.0007 0.2881 1.2888

63 教育・研究 1.0040 0.2166 1.2206

64 医療・福祉 1.0248 0.2501 1.2750

65 その他の非営利団体サービス 1.0005 0.3883 1.3888

66 対事業所サービス 1.1686 0.1941 1.3627

67 対個人サービス 1.0109 0.2949 1.3057

68 事務用品 1.0005 0.2766 1.2771

69 分類不明 1.0041 0.7201 1.7242

全産業平均 － － 1.3330

表９　部門別波及効果



12 影響力係数と感応度係数 

 影響力係数を横軸に，感応度係数を縦軸にして，それぞれ１のところで区切ると，４つ

のタイプに類型化することができ，それぞれの部門が持っている特性がわかる。 

 

〔Ⅰ〕に位置する部門（影響力係数，感応度係数ともに１以上） 

  産業へ与える影響が大きく，かつ，産業から受ける影響も大きい部門で，「情報通信」，

「建設」，「運輸・郵便」など６部門が属している。 

 

〔Ⅱ〕に位置する部門（影響力係数１未満，感応度係数１以上） 

  産業へ与える影響は小さいが，産業から受ける影響は大きい部門で，「商業」，「不動産」，

「教育・研究」の３部門が属している。 

 

〔Ⅲ〕に位置する部門（影響力係数，感応度係数ともに１未満） 

  産業へ与える影響が小さく，かつ，産業から受ける影響も小さい部門で，「農林水産業」，

「対個人サービス」，「公務」など 17部門が属している。 

 

〔Ⅳ〕に位置する部門（影響力係数１以上，感応度係数１未満） 

産業へ与える影響は大きいが，産業から受ける影響は小さい部門で，「鉱業」，「水道」，

「電子部品」など９部門が属している。 

  

 
 【用語の解説】 

  影響力係数：逆行列係数の列和を列和全体の平均値で除したもので，どの列部門に対する最終需要があった

ときに，産業全体に与える生産波及の影響が強いかという相対的な影響力を表す指標となる。 

        影響力係数 ＝ 各部門の逆行列係数の列和 ÷ 逆行列係数の列和の平均 

  感応度係数：逆行列係数の行和を行和全体の平均値で除したもので，各列部門にそれぞれ１単位の最終需要

があったときに，どの行部門が相対的に強い影響力を受けることとなるかを表す指標となる。 

        感応度係数 ＝ 各部門の逆行列係数の行和 ÷ 逆行列係数の行和の平均 
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13 最終需要と生産誘発額 

 平成 23年の市内生産額がどの最終需要によって誘発されたか，その割合（最終需要項目

別生産誘発依存度）をみると，「移輸出」（50.3％），「民間消費支出」（26.4％），「一般政府

消費支出」（12.5％），「市内総固定資本形成」（9.3％）などとなった。平成 17 年と比べる

と，「移輸出」，「一般政府消費支出」，「民間消費支出」の依存度が上昇し，「市内総固定資

本形成」，「家計外消費支出」の依存度が低下した。 

 次に，１単位の最終需要によってどれだけ市内生産が誘発されたか（最終需要項目別生

産誘発係数）をみると，「移輸出」が 1.3288倍と最も大きく，次いで「一般政府消費支出」

1.1048 倍，「家計外消費支出」0.8559 倍，「民間消費支出」0.8407 倍の順となった。平成

17年と比べると，すべての項目で減少している。 

 

（単位：百万円，％，倍）

平成12年 平成17年 平成23年 12年 17年 23年 12年 17年 23年

最終需要計 10,483,938 10,992,904 11,052,603 100.0 100.0 100.0 1.1413 1.1156 1.0677

　家計外消費支出 263,106 226,808 157,641 2.5 2.1 1.4 1.0333 0.9682 0.8559

　民間消費支出 2,845,813 2,879,760 2,918,936 27.1 26.2 26.4 0.9520 0.9580 0.8407

　一般政府消費支出 733,697 1,113,591 1,379,532 7.0 10.1 12.5 1.2007 1.1769 1.1048

　市内総固定資本形成 1,662,903 1,678,878 1,030,139 15.9 15.3 9.3 1.0101 0.8910 0.8179

　在庫純増 175 2,787 994 0.0 0.0 0.0 △0.0293 0.6369 △0.5893

　移輸出 4,978,245 5,091,082 5,561,510 47.5 46.3 50.3 1.3490 1.3475 1.3288

（注）　１　13部門表による。

　　　　２　調整項は平成12年と平成17年は移輸出に，平成23年は最終需要計に含んでいる。

生産誘発額 生産誘発依存度 生産誘発係数

表10　最終需要項目における生産誘発額と生産誘発依存度，生産誘発係数

 
 【用語の解説】 

  生産誘発額：市内生産活動は，最終需要を過不足なく満たすために行われている。つまり，最終需要が市内

生産を誘発しているといえる。このように，最終需要を賄うために直接・間接に必要となる市内

生産額を生産誘発額といい，これを最終需要の項目別にみたものが，最終需要項目別生産誘発額

である。なお，最終需要項目別生産誘発額を各産業部門別に合計したものは，当該産業部門の市

内生産額に一致する。 

        生産誘発額は家計外消費支出，民間消費支出，一般政府消費支出，市内総固定資本形成，在庫

純増は[I − (I − M̂)A]
−1

×自給率(I − M̂) ×最終需要項目（行列）で求め，移輸出（及び調整項は）

[I − (I − M̂)A]
−1

×移輸出（調整項，いずれも列ベクトル）で求めている。 

  生産誘発依存度：各産業部門（あるいは産業計）における生産誘発額の最終需要項目別構成比であり，各産

業部門（あるいは産業計）の生産が，どの最終需要項目によりどれだけ誘発されたかの割合

を示している。 

  生産誘発係数：各項目別最終需要額計に対する，ある産業部門（あるいは産業計）における当該最終需要項

目による生産誘発額の比率であり，当該最終需要の何倍の市内生産が誘発されたかを示してい

る。 
 



14 最終需要と粗付加価値誘発額 

平成 23 年の市内総生産に伴い生じた粗付加価値額 6 兆 3062 億円がどの最終需要によっ

て誘発されたか，その割合（最終需要項目別粗付加価値誘発依存度）をみると，「移輸出」

（49.7％），「民間消費支出」（28.3％），「一般政府消費支出」（13.3％），「市内総固定資本

形成」（7.3％）などとなった。平成 17年と比べると，「移輸出」，「一般政府消費支出」，「民

間消費支出」の粗付加価値誘発依存度が上昇し，「市内総固定資本形成」，「家計外消費支出」

が低下した。 

 次に，１単位の最終需要によってどれだけ粗付加価値が誘発されたか（最終需要項目別

粗付加価値誘発係数）をみると，「移輸出」が 0.7481 倍と最も大きく，次いで「一般政府

消費支出」0.6716倍，「民間消費支出」0.5140倍，「家計外消費支出」0.4987倍の順となっ

た。平成 17年と比べると，すべての項目で減少している。 

 

（単位：百万円，％，倍）

平成12年 平成17年 平成23年 12年 17年 23年 12年 17年 23年

最終需要計 6,520,537 6,831,828 6,306,206 100.0 100.0 100.0 0.7099 0.6933 0.6092

　家計外消費支出 163,870 139,651 91,849 2.5 2.0 1.5 0.6436 0.5961 0.4987

　民間消費支出 1,901,326 1,895,109 1,784,757 29.2 27.7 28.3 0.6360 0.6304 0.5140

　一般政府消費支出 497,214 728,621 838,533 7.6 10.7 13.3 0.8137 0.7700 0.6716

　市内総固定資本形成 866,349 929,755 457,656 13.3 13.6 7.3 0.5263 0.4934 0.3634

　在庫純増 503 1,818 732 0.0 0.0 0.0 △0.0845 0.4156 △0.4340

　移輸出 3,091,276 3,136,873 3,131,227 47.4 45.9 49.7 0.8377 0.8302 0.7481

（注）　１　13部門表による。

　　　　２　調整項は平成12年と平成17年は移輸出に，平成23年は最終需要計に含んでいる。

粗付加価値誘発額 粗付加価値誘発依存度 粗付加価値誘発係数

表11　最終需要項目における粗付加価値誘発額と粗付加価値誘発依存度，粗付加価値誘発係数

 
 【用語の解説】 

  粗付加価値誘発額：各最終需要によって生産が誘発されれば，それに伴い粗付加価値も誘発される。 

           この誘発額を粗付加価値誘発額といい，生産誘発額に当該産業部門の粗付加価値率（＝

粗付加価値／市内生産額）を乗じて求める。最終需要項目別の生産誘発額に粗付加価値率

を乗じたのが最終需要項目別粗付加価値誘発額である。 

 

最終需要項目別粗付加価値誘発額 ＝ 粗付加価値率（対角行列）× 最終需要項目別生産誘発額（行列） 

 

  粗付加価値誘発依存度：各産業部門（あるいは産業計）における粗付加価値誘発額の最終需要項目別構成比

であり，各産業部門（あるいは産業計）の粗付加価値がどの最終需要項目によりどれ

だけ誘発されたかの割合を示している。なお，各産業部門における粗付加価値誘発依

存度は，生産誘発依存度に一致する。 

  粗付加価値誘発係数：各項目別最終需要額計に対する，ある産業部門（あるいは産業計）における当該最終

需要項目による粗付加価値誘発額の比率であり，当該最終需要の何倍の粗付加価値が誘

発されたかを示している。 
 



15 最終需要と移輸入誘発額 

 平成 23年の移輸入額 4兆 451億円がどの最終需要によって誘発されたか，その割合（最

終需要項目別移輸入誘発依存度）をみると，「民間消費支出」（41.7％），「移輸出」（26.1％），

「市内総固定資本形成」（19.8％）などとなった。平成 17年と比べると，「民間消費支出」，

「移輸出」，「一般政府消費支出」の移輸入誘発依存度が上昇し，「市内総固定資本形成」，「家

計外消費支出」が低下した。 

 次に，１単位の最終需要によってどれだけ移輸入が誘発されたか（最終需要項目別移輸

入誘発係数）をみると，移輸入誘発依存度が低い「家計外消費支出」および「在庫純増」

を除くと，「市内総固定資本形成」が 0.6366 倍，「民間消費支出」が 0.4860 倍などとなっ

た。平成 17年と比べると，すべての項目で増加している。 

 

 

 

（単位：百万円，％，倍）

平成12年 平成17年 平成23年 12年 17年 23年 12年 17年 23年

最終需要計 2,665,207 3,021,646 4,045,146 100.0 100.0 100.0 0.2901 0.3067 0.3908

　家計外消費支出 90,747 94,606 92,342 3.4 3.1 2.3 0.3564 0.4039 0.5013

　民間消費支出 1,088,046 1,110,924 1,687,392 40.8 36.8 41.7 0.3640 0.3696 0.4860

　一般政府消費支出 113,837 217,624 410,119 4.3 7.2 10.1 0.1863 0.2300 0.3284

　市内総固定資本形成 779,896 954,571 801,850 29.3 31.6 19.8 0.4737 0.5066 0.6366

　在庫純増 △6,458 2,557 △2,419 △0.2 0.1 △0.1 1.0845 0.5844 1.4340

　移輸出 599,138 641,363 1,054,287 22.5 21.2 26.1 0.1623 0.1698 0.2519

（注）　１　13部門表による。

　　　　２　調整項は平成12年と平成17年は移輸出に，平成23年は最終需要計に含んでいる。

移輸入誘発額 移輸入誘発依存度 移輸入誘発係数

表12　最終需要項目における移輸入誘発額と移輸入誘発依存度，移輸入誘発係数

 
 【用語の解説】 

  移輸入誘発額：ある最終需要によって誘発されるのは市内生産のみではなく，各段階での需要の一部は移輸

入によって賄われる。このように，最終需要によって直接・間接に誘発された移輸入額を移輸

入誘発額といい，最終需要の項目別にみたものを最終需要項目別移輸入誘発額という。 

 

移輸入誘発額 ＝ M̂A ×最終需要項目別生産誘発額（行列）+  M̂ ×最終需要額（行列） 

 

  移輸入誘発依存度：各産業部門（あるいは産業計）における移輸入誘発額最終需要項目別構成比であり，各

産業部門（あるいは産業計）の移輸入が，どの最終需要項目によりどれだけ誘発されたか

の割合を示している。 

  移輸入誘発係数：各項目別最終需要額計に対する，ある産業部門（あるいは産業計）における当該最終需要

項目による移輸入誘発額の比率であり，当該最終需要に対してどの程度の移輸入が誘発され

たかを示している。産業計においては移輸入誘発係数と粗付加価値誘発係数の和は１とな

る。 
 


